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JSG ニュースレター
<Tax>

⽴法院が「運動産業発展条例」の
⼀部条⽂改正案を最終可決

クライアント各位
拝啓 時下益々ご清栄のこととお慶び申し上げます。

⽴法院は今般、「運動産業発展条例」の⼀部条⽂改正案を最終可決し、第8条、
第 13 条、第 26 条及び第 26 条の 2 の改正を可決しました。教育部は今般の改正を
通じて、台湾のプロスポーツ、アマチュアスポーツ、及び重要なスポーツ競技⼤会の発展が
促進されることを期待しています。改正の主なポイントは、以下のとおりです。

改正条⽂ 主なポイント
スポーツにおけるデジ
タル技術活⽤の重
視 （ 第 8 条 の 改
正）

デジタル技術や情報技術などのスポーツテックを活⽤し、スポ
ーツ産業におけるサービス品質の向上や競争⼒の強化を図る
ため、主管機関は、適切な指導または助成措置を講じること
ができる。

国家発展基⾦による
運動産業への投資
（第13条の改正）

•⺠間資⾦のスポーツ事業への投⼊を促進するための優遇
措置を提供する。

•国家発展基⾦は、⼀定の割合をスポーツ産業への投資に
充てなければならない。

⺠間資源による国⺠
のスポーツ競技⼤会

•営利事業が「中央主管機関が認可する国⺠のスポーツ
振興を⽬的とする⼤会」に寄付を⾏った場合、所得税法



へ⽀援の奨励（第
26条の改正）

第36条第⼀項の規定に基づき、⾦額の上限なく損⾦に
算⼊できる。

• その実施⽅法、認可基準、対象となる⼤会の範囲及び
その他の関連事項に係る弁法は、中央主管機関が財政
部とともに決定する。

スポーツ産業への⺠
間投資のインセンティ
ブ強化（第26条の2
の改正）

•営利事業が、「体育署が認可する重要なプロまたはアマ
チュアスポーツ事業」へ指定⼝座を通じて寄付を⾏う場
合、1,000万元を上限として、割増控除率を従来の
150％から175％に引き上げる。ただし、寄付をした営利
事業と寄付を受けたスポーツ事業者が関連当事者の場
合、控除率は100％までとする。

•営利事業が「体育署が特別許可する重要なプロまたはア
マチュアスポーツ事業」と「体育署が公表する重要なスポー
ツ競技⼤会の主催者」へ指定⼝座を通じて寄付を⾏う
場合、割増控除率を従来の150％から175％に引き上
げ、1,000万元の上限や但書の制限は受けない。

• アマチュアスポーツ事業及び重要なスポーツ競技⼤会への
寄付に係る控除適⽤期間を、従来の5年から10年に延
⻑する。

勤業衆信の⾒解
1. 運動産業発展条例第 26 条の 2 に基づく指定⼝座を通じた寄付について、体育

署が毎年度の申請受付⽇程を公表します。営利事業者は、所定の期⽇内に、受
贈対象の資格要件を満たす寄付先を指定して体育署に申請を⾏い、体育署は
審査後、審査結果を公表します。

2. 営利事業は寄付⽀出について、運動産業発展条例第 26 条または第 26 条の 2
のいずれかの規定を選択し、控除を適⽤することができますが、選択後の変更はで
きません。また、同条例第 26条の 2により「体育署が認可する重要なプロまたはア
マチュアスポーツ事業」に対し指定⼝座を通して⾏った寄付について、1,000 万元を
超える部分は、同条例第 26 条、所得税法第 36 条、及びその他の寄付費⽤に
関連する法令の控除規定の適⽤は認められません。

3. 営利事業が上述の規定により控除できる⾦額は、当該年度における、所得税法
第 24 条の規定に基づき計算した所得額がゼロに達する⾦額までに限られます。す
でに所得額がマイナスである場合には、割増控除の適⽤はできません。

4. 財政部が 2022 年 10 ⽉ 6 ⽇付で公表した台財税字第 11104634360 号通達
によれば、営利事業が運動産業発展条例第 26条の 2の規定に基づく寄付⾦額
を割増控除した部分は、営利事業の基本所得額に算⼊しなければなりません。

過去のニュースレターはこちら
台湾 JSGのホームページはこちら
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